
6広報ひの

平成１８年度予算で見直し・削減を図った主なもの

削減額（千円）内　容項　目

７３,３１９

職員・特別職・嘱託員等の給与・報酬等の減額。職員につい

ては平均１０㌫、町長は約３０㌫ の減。助役・教育長は引き続

き１２㌫ 及び９.７㌫ の減 ｡議員は７㌫ 減。農業委員・教育委

員は１０㌫の減を継続。通勤手当の見直しなどによる減額

職員・特別職等人件費

５,９５０庁舎等公共施設の維持管理費を精査して減額公共施設維持管理経費

４３０検診内容等を変更（簡素化）し経費を減額職員福利厚生

３２０メール便の活用、職員が配布するなどして郵券代を節約文書発送

１,１２０職員で日常の庁舎清掃をするため、その分経費を減額清掃委託

４,１００指定管理者制度を導入し、管理委託料を減額リバーサイドひの運営委託

２,９８０補助金の減額社会福祉協議会補助

７２０補助金の減額シルバー人材センター補助

１６０対象年齢を特定年齢として減額（１７年度から実施）敬老事業

６００乗車券の委託販売廃止による委託料の減額黒坂駅管理委託の廃止

９９０納税組合に対する年度内給付分減額納税報奨金

８０助成制度の見直し（２分の１から３分の１）による減額町医療費助成

平成１８年度予算で増収を図った主なもの

増収額（千円）内　容項　目

３,６４０
税率を１.５㌫から１.６㌫に引き上げる（増収額は、平成１８年

度評価替等による減税額分差引後の見込額）
固定資産税率の引き上げ

１１,０００
６月請求分から公共下水道・農業集落排水の使用料金を平均

３２㌫引き上げる
下水道使用料金の見直し

４００課税世帯の本人負担金を１０㌫から２０㌫に引き上げるがん検診負担金
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特別会計の予算額比較表
（単位：千円、△減額）

対前年度比

（㌫）
比較

平成１７年度

実績見込

平成１８年度

当初予算
会計名

９６.６１△１４,６０６４３０,９２２４１６,３１６国民健康保険

１０２.７９２３,０７５８２６,９１２８４９,９８７老人保健

９９.８０△１,００４５１７,５４５５１６,５４１介護保険

６７.３２△６８,２８３２０８,９２８１４０,６４５簡易水道

６１.０５△８７,２２１２２３,９１３１３６,６９２公共下水道事業

９６.０９△２,４９４６３,７４３６１,２４９農業集落排水事業

９３.３７△１５０,５３３２,２７１,９６３２,１２１,４３０合計

●防災行政無線施設整備事業

　７,６３０万８千円

　個別受信機の更新。

●過疎バス対策事業

　２,０１１万８千円

　町営バス管理など。

●保育所運営

　１億１,５４１万８千円

●老人保健事業　１,１９６万円

　健康手帳の交付、健康相談など。

●母子保健事業　１６６万８千円

　妊産婦、乳幼児の健康維持・増進

●予防接種　５５５万１千円

●障害者福祉対策事業

　７,９１９万８千円

　障害者福祉施設入・通所支援など。

●森林整備地域活動支援事業

　２,５５６万３千円

　適正な森林施業が行われるよう

支援

●森林づくり交付金事業

　５００万２千円

　間伐等の森林整備を促進するた

め作業道を開設。

●広域基幹林道宝仏山線　

　　　　　　　　　　　３５０万円

●中小企業小口融資事業

　５,３１７万５千円

　中小企業への資金を貸付け。

●オシドリ観察事業　３０万３千円

　オシドリグループへの支援など。

●畜産振興　１５７万１千円

　家畜導入奨励・予防接種など。

●県営奥日野広域農道整備

　１,８４６万９千円

●除雪事業　１,３６６万８千円

　町道、生活道の除雪。

●町道渡線緊急地方道路整備事業

　８,００１万円

●合併処理浄化槽設置事業

　１,１１４万円

　合併処理浄化槽設置を支援。

●中山間地域総合整備事業

　９８７万３千円

　日野川左岸の農業生産基盤整備

●地域交流促進　４０万６千円

　隣保館学習講座の開催。

●特色ある学校づくり交付金

　１５０万円

●地域指導主事設置　１００万円

　特色ある地域教育の確立。

●高齢者教育　１６万５千円

　おしどり学園の開催。

●図書購入　３３０万円

●学校給食　１,３８３万６千円

　地元産米使用の米飯給食を推進。

●スポーツ団体育成等

　　　　　　　　　２２９万６千円

　各種スポーツ団体の育成等。

●スポーツ教室開催　１０万４千円

　住民に様々な体験の場を提供。

●人権同和教育推進　

１３７万８千円

　人権・同和教育の啓発。　

平成１８年度　主な事業


